Ⅰ　2012秋期闘争中間総括（案）
１　2012賃金確定闘争の中間総括（案）
１　2012賃金確定闘争の特徴的な経過
（１）2012賃金確定闘争は、８月に出された人事院勧告、９月、10月にそれぞれ出された札幌市、北海道の人事委員会勧告を踏まえて、たたかいが進められました。今年の人事院勧告は俸給表や一時金の改定勧告がない反面、高年齢層職員の給与格差を是正するための昇給・昇格制度の見直しが勧告・報告されました。これらの実施の可否をめぐっての議論と、退職手当の引き下げや雇用と年金の接続なども重点課題として取り組みました。道本部としては11月21日を統一行動日と位置づけ、要求書の提出・回答、重点交渉期間の設置、さらには各単組における交渉情報の全体化など取り組みました。しかし、政府方針が確定しない中での取り組みとなり、各単組の交渉は困難を極めました。
（２）人事院勧告の取り扱いに対して政府の判断が11月16日までずれ込みました。その内容は「高年齢層職員の給与水準の見直しについては、世代間の給与配分の適正化や雇用と年金の接続の観点から幅広く検討を行い、給与減額支給措置期間が終了する平成26年４月から実施する方向で、平成25年中に結論を得るものとする」とされたため、2012人勧に係る給与法の改正は行わないことが閣議決定されました。こうした動向を受けて、道本部としては、これらの内容を全単組へ周知しながら、各単組段階の交渉促進を指導してきました。
（３）また、国家公務員の臨時特例による給与減額をうけての地方公務員への影響遮断に対しては、引き続き、政治対応を強めてこの間取り組みをすすめてきました。財務省が独断で地公のラス指数の推計をマスコミにリークしましたが、旧政権においては一定の歯止めは担保できたものの、自公政権への逆戻りによりまたしても地方の財政が厳しい状況に追い込まれることが想定されます。引き続き、地方切り捨てを許さない取り組みを強化する必要があります。
（４）地方公務員制度改革については、地方三団体の反対が強く、法案の確定や国会提出が遅れていました。しかし、11月15日に関連２法案の閣議決定がされ、消防職員へは団結権のみの措置とはなりましたが、国会提出がなされました。しかし、11月16日に衆議院が解散したため、国公関連４法案とあわせて廃案となりました。総選挙後の新たな政治情勢のもとでの取り組みとなりますが、今後の対応については、自治労本部等より別途提起される予定です。
２　闘争の結果と今後の課題
（１）札幌市と北海道人事委員会勧告関係
　札幌市人事委員会は、９月14日に給与勧告を行いましたが、公民較差は△706円（△0.19％）とし、給料表の改定勧告と一時金は現状維持するとされました。また、高齢層職員の取り扱いについては検討課題に止め具体的に触れることはありませんでした。一方、北海道においては10月５日、公民較差は削減前66円（0.02％）、削減後22,071円（5.80％）とされ、給料表や一時金の現状維持の勧告を行いました。しかし、高年齢層職員の昇給・昇格制度の見直しについては、人事院勧告に準じて勧告・報告がされるなど、長年に続く給与の独自削減を考慮しない不当な勧告・報告を行いました。

　札幌市においては賃金確定期には人事委員会勧告の実施で決着し、一方、北海道においては、高齢者層の課題については、政府が昇給制度の見直しを2014年まで見送ったことから、継続協議となりましたが、昇格制度については、人事院の動向を見守るとした姿勢に終始しました。
（２）昇給・昇格制度の見直しなどの重点課題について
①　今年の人勧は一時金や給与改定が無く、高年齢層職員の昇給・昇格制度の見直しに焦点が当てられました。また、退職手当支給額の大幅な引き下げ問題や2014年４月から無年金時代へ到来するための雇用と年金の接続に際して、議論が進められました。政府が昨年に引き続き人事院勧告の実施を見送り、その判断が賃金確定期の山場直前に示されたこと、そして、急きょ衆議院の解散・総選挙に突入するという困難な情勢を受けて、各単組段階の交渉はなかなか進みませんでした。

②　高年齢層職員の昇給・昇格制度のうち、昇給制度においては人事院勧告事項、昇格制度については人事院規則事項とされた事情もあり、政府決定は勧告事項のみの実施見送りでしたが、人事院はこうした政府の行為に不満を持ち、12月10日には人事院は規則改正を強行しました。本来であれば高年齢層職員の給与水準の抑制については、昇給・昇格制度をあわせて論議してきたものであり、法律・規則の区分によらない判断が当然のことですが、人事院のなりふり構わない暴挙に対しては強い憤りを禁じ得ません。

　以上の動きから、改めて賃金確定期に決着した単組においても、予算編成期や春闘期にかけて議論が必要な情勢となっており、すでに道本部としては具体的な取り組みについて、基本は賃金確定期の方針を踏まえながら提起しました。

③　各単組における賃金確定期時点での集約動向は、昇給・昇格制度の実施を見送るもしくは継続協議とした単組が７割程度ありましたが、逆に勧告どおり実施となった単組は３割程度となりました。給料表や一時期の改定が無かったために、多くの単組では交渉のスケジュールが賃金確定期の山場でも明確になっていないという単組も出てきました。また、賃金確定闘争の山場前の11月16日に衆議院が突如解散し、総選挙が行われることとなったために、各自治体においてはこの対応に追われたことなど、交渉等の配置が難しい状況にありました。

④　国家公務員制度改革の関連４法案は通常国会の最後に審議入りし、一定の議論ができたものの、臨時国会においては一度も審議されず廃案となりました。また、地方公務員の関連２法案については、衆議院の解散が迫った臨時国会において、法案の閣議決定・国会提出されたものの一切の審議が無く廃案となりました。結果としては国家公務員の給与削減だけが行われたこととなりました。こうした事態について、中央段階の見解を求めながら、今後の取り組みについて、十分に議論を行って、改めて提起して行く必要があります。

⑤　国家公務員の退職手当法が11月16日に成立し、11月26日に公布されましたが、同時に技術的助言として「総務副大臣通知」や「改正条例例」が示されました。こうした国の動きを受けて、各都道府県段階では賃金確定期やその直後に相次いで当局から見直し案の提示がありました。北海道においては、12月20日に提示があり、今後、交渉が本格化します。また、独自条例を有する自治体単組においては、法律成立を前後して当局から提示があった単組がいくつか出てきましたが、その後の交渉により、国どおりの2013年１月１日施行は認めず、継続協議としており、予算編成期などに交渉が本格化します。さらに、北海道市町村職員退職手当組合においては、12月12日に自治労道本部に対して提示となり、2013年４月以降の施行として交渉を開始しています。道本部としては１月18日に29分ストを配置して、道本部が示した妥結基準を満たすべく交渉を強化することとし方針提起しました。

⑥　雇用と年金の接続に向けては、賃金確定期の重点課題として位置づけて、基本は定年延長を要求することとしながら、再任用制度の条例化や運用開始に向けて取り組みを強化しました。未条例化の自治体22自治体のうち条例化の確約を得られた単組はごく僅かにとどまりましたし、雇用と年金の接続に向けた理解は得られてはいるものの、条例化し運用するとなると住民目線や議会議論、さらには職場の状況から難しいとする自治体が多数を占めています。11月26日には総務省から「地方公務員の雇用と年金の接続への対応について」とする通知文書が出され、再任用制度の下で可能な限り雇用と年金の接続をはかることや条例未制定の自治体は速やかに制定をすること、職員への周知や意向把握、職やポストの検討などを行うことが助言されました。こうした助言を活用して各単組においては協議を継続し、雇用と年金の接続に向けて取り組む必要があります。道本部としても、各単組の交渉状況の全体化をはかりながら、引き続き、2013春闘期の重点課題と位置づけて取り組みを進めます。

⑦　このようにまたしても過去に例を見ない情勢の下で賃金確定闘争を進めましたが、賃金確定期で未決着の課題については、引き続き、予算編成期や春闘期の取り組みに結合しながら取り組みを強化していく必要があります。一方で自律的労使関係制度の措置は、総選挙の結果、自民党や公明党に政権与党が移行したこともあり、どのように進むかは不透明な情勢です。当面は人勧体制が当分の間存続していくとの認識の下での取り組みとなることを踏まえ、この間の取り組みをしっかりと総括しながら、今後の取り組みにつなげていかなければなりません。

　人勧体制であろうとなかろうと、また、自律的労使関係制度の措置があろうがなかろうが、単組の交渉力の強化は喫緊の課題です。交渉力強化がなければ労働条件の前進はあり得ないことを踏まえて、引き続き単組・地方本部・道本部が連携した交渉体制の確立に向けて努力していく必要があります。
（３）戦術行使の結果と組織強化
（※以下の単組数は１月７日現在で集約されたもの。未報告の単組が10程度ある）
①　たたかいの出発点である要求書は182単組中157単組（昨年は、180単組中168単組が提出）、約86％で提出され（うち99単組が道本部統一日程で提出）、昨年とほぼ同様な提出率となっています。

　道本部統一日程で提出していない単組の割合が増えており、2012年においては半数以上の単組におよんでいます。政府の動向が定まらず、当局の判断を引き出すことが困難であったという情勢はありましたが、要求書の提出を行って、期限までに回答を示させるという対応を強める必要があります。こうした中で一部の単組では闘争態勢の確立などが全体的に遅れていることがこの間のオルグや調査結果などを通して明らかになっています。

　また、要求書を提出しなかった15単組（昨年15単組）については、多くは今確定闘争に限らず長い間要求書を提出したことがない、あるいはさまざまな状況から交渉をすることが困難な単組などとなっており、固定化されている傾向となっています。こうした単組の具体的な手助けを、是非行っていかなくてはなりません。

②　道本部統一行動日である11月21日の戦術実施状況は、29分以上の戦術行使に踏み切った単組はありませんでしたが、24単組が時間外集会（昨年39単組）、教宣などその他の取り組みが20単組（昨年22単組）となっており、取り組みなしの単組が95単組（昨年131単組）となっています。

　しかし、交渉の経過や結果について、組合員に周知している単組は８割以上に達しており、組合員も含めた組織運動としての賃金確定闘争の構築は一定はかられつつあることが見て取れます。一方で、交渉しなかった、あるいは全く結果を周知していない単組が47単組（昨年15単組）あり、単組事情をしっかり押さえてきめ細かな対策が必要です。

③　また、政府の人事院勧告の取り扱いの決定が遅れたことから、各自治体当局の判断が遅れているのが特徴的でしたが、多くの地方本部の傾向として、要求書を提出し、回答を引き出すことによって賃金確定の山場段階での結論を確認する作業が単組の取り組みで弱いところが見受けられます。道本部統一闘争として取り組みを進める上で、山場段階の当局の回答をはっきり確認する行為を単組が行うことを道本部・地方本部がしっかりと指導し、単組の努力を求める必要があります。

④　前段戦術では組合旗掲揚115単組（昨年119）、腕章55単組（昨年63）、机上旗やリストバンド着用が39単組（昨年28）、超勤拒否などについても、昨年比較し、実施率が下がっていることが懸念されます。

　闘争の基本である要求→回答→交渉のサイクルやその前段としての執行委員会の開催→闘争方針の確立→任務分担、また職場集会・オルグの実施、闘争ニュース・職場教宣などの基本的な組合活動が総体的に不十分な単組が依然として多いことも事実です。

　また、回答や提案、あるいは交渉日程などを地本へ報告しないケースが依然として見受けられます。さらには、地本・道本部に協議しないまま妥結する単組も69単組（昨年66）あり、今確定闘争を通してできたこと、できなかったことをしっかりと総括した上で、地本の点検活動を一層強めるとともに道本部・地本オルグであらためて徹底していく中から、道本部・地本・単組の連携強化を図っていくことが一層必要になっています。
2012秋期闘争戦術集約

	年度
	単組
	要求書
	前段戦術
	山場戦術
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	Ｂ
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	Ｄ
	Ａ
	Ｂ
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	Ｄ

	2012
	182
	157
	15
	115
	55
	22
	18
	39
	
	
	
	
	0
	24
	20
	131

	2011
	181
	163
	15
	119
	63
	19
	16
	28
	40
	14
	8
	41
	0
	39
	34
	95

	2010
	180
	168
	12
	113
	52
	24
	19
	17
	46
	15
	13
	36
	0
	35
	41
	94

	2009
	184
	161
	25
	118
	49
	20
	15
	45
	52
	19
	7
	53
	0
	44
	37
	68

	2008
	187
	169
	18
	129
	47
	16
	13
	31
	51
	30
	19
	21
	０
	33
	48
	78

	2007
	188
	165
	23
	114
	47
	32
	18
	33
	56
	11
	5
	108
	０
	52
	43
	93


戦術配置　　Ａ １時間　　Ｂ 29分・時間外　　　戦術結果　　Ａ １時間　　Ｂ 29分・時間外

Ｃ 教宣紙等　Ｄ なし　　　　　　　　　　　　　Ｃ 教宣紙等　Ｄ なし

２　2012現業公企統一闘争中間総括(案)
１．たたかいの目標と重点課題
　2012現業公企統一闘争の基本的な目標を「職の確立と市民との連携による、自治体の責任による質の高い公共サービスの確立」とし、住民の生命と財産を守る現場力の回復をめざしてきました。
　具体的には①現業職場の直営を堅持し公共サービスの拡充と質の向上に向けた人員と予算を確保、②職場において誇りを持って働くことができ、社会的に必要とされる仕事としての「職の確立」をはかり、サービスの質と仕事の価値を高める、③現業公企評議会がない単組や直営での現業職員がいない単組においても取り組みを積極的に行い、地域公共サービス職場労働者の組織化を推進し、労働諸条件全体の底上げをはかる、④地域のなかで住民に接する機会の多い現業・公企職場の特性を活用し、市民との協力・信頼関係を構築する、⑤現業・公企労働者の協約締結権を活用した取り組みが地方公務員の労働基本権回復後の運動に先導的役割を果たせるよう、要求提出・交渉実施・協約締結という基本的な取り組みを全単組で確立する。の５本の指標を中心に労働諸条件について全体の底上げをはかることを追求することとしました。
２．闘争前段の取り組み
　道本部現業公企評議会として、全道総決起集会をはじめ、各地本総決起集会の開催や単組オルグの実施を提起しました。

　2012年10月19日に闘争体制の確立と課題の意思統一を図るために全道総決起集会を開催し、2012確定闘争の推進に向けたポイントやこの間の行政改革の動き、地域の活性化に向けた住民とのかかわりなどについて学習しました。

　地方本部総決起集会については、昨年実施ができなかった上川・檜山地方本部で基本組織と連携し開催できたことは、多くの組合員に情勢や課題を認識してもらうことにつながっており成果と考えます。また、開催にあたっては十勝地方本部のように大衆的な取り組みや基本組織の定期大会と合わせての開催など工夫した取り組みが追及されています。

　参加状況については役員のみ、代表者のみの開催となっている地方本部もあり参加体制や開催方法についてはばらつきがありますが、公共サービスを守る観点からも基本組織と連携をはかり、大衆的な取り組みとしていく必要があります。

　現業公企統一闘争は単に現業公企職員がいるから取り組むということではなく、各自治体が公共サービスを提供していることも踏まえて全単組が「自治体責任による質の高い公共サービスを確立」することを認識しながら、より多くの組合員に闘争の意義や課題を知ってもらうために、少人数単組への働きかけの強化や他の職能評議会とも連携し、組織全体のたたかいとしていく必要があります。
各地方本部別現業公企統一闘争総決起集会開催状況
	
	開催日
	開催場所
	参加人数

	石狩
	10月24日(水)
	札幌市・自治労会館
	10単組総支部38名

	後志
	11月６日(火)
	倶知安町・労働福祉センター
	12単組総支部34名

	上川
	11月３日(土)
	旭川市・勤労者福祉会館
	10単組総支部12名

	留萌
	
	
	

	宗谷
	11月９日(金)
	稚内市・海員会館
	３単組総支部17名

	渡島
	11月２日(金)
	七飯町・文化センター
	15単組総支部56名

	檜山
	11月10日(土)
	せたな町・町民ふれあいプラザ
	9単組総支部44名

	空知
	10月27日(土)
	砂川市・砂川パークホテル
	20単組総支部57名

	胆振
	11月18日(日)
	苫小牧市・職員会館
	６単組総支部25名

	日高
	11月10日(土)
	新ひだか町・ピュアプラザ
	７単組総支部25名

	網走
	11月３日(土)
	網走市・西コミュニティセンター
	12単組総支部41名

	十勝
	11月２日(金)
	帯広市・十勝総合振興局
	20単組総支部422名

	釧根
	10月27日(土)
	釧路町・遠矢コミュニティセンター
	19単組総支部107名

	
	
	
	143単組総支部878名


３．要求書の提出と交渉状況
　要求書の提出状況は、117単組(132単組)で提出、内訳は現業単独で提出17単組(27単組)、確定要求と同時に提出60単組(61単組)、確定に付加して提出41単組(44単組)、未提出は56単組(46単組)となっています。

　また、回答状況は104単組(117単組)で文書回答がされております。

　提出状況、回答状況は前年と比較をして１割減となっており、未提出単組は2割増となっています。要因としては現業公企職員が減少したり、いないことにより、課題や取り組みの意義を受け止めきれない単組が増加していることがあげられますが、全単組が結集した取り組みとなるよう改めて分析を行い、対応を強化していく必要があります。

　要求書を提出し、交渉を行っている単組の中には自治体の責任による公共サービスの提供や労働安全衛生体制の確立、臨時・非常勤職員等の賃金労働条件の改善に向けて成果をあげている単組もあり、そうした単組に学び全体化をはかっていく必要があります。

　全国統一闘争である現業公企統一闘争を組織全体で取り組むために改めて闘争の意義を全体化し、要求書提出→交渉→妥結(協約締結)の闘争サイクル確立をはかっていく必要があります。
＊(　)は前年度の状況、合計の差は未報告の単組
４．特徴的な状況
Ⅰ　大樹町では、給食センターの増員について必要な職員の配置を検討と回答がされています。道内では給食調理場の委託提案が進む中で、稚内市などで給食調理場の直営維持の方針が示され、地産地消を含めた食育への取り組みが期待されています。

Ⅱ　富良野市をはじめ多くの自治体で臨時・非常勤等職員の処遇改善に向けた取り組みがされ、賃金や労働条件の改善に結びつけています。

Ⅲ　本別町では、建設車両職場の有資格臨時職員について正職員化を要求し、２人が準職員で採用されるなど、臨時非常勤職員の処遇改善が図られています。引き続き正職員化へ向けてさらなる要求を継続しています。

Ⅳ　労働安全衛生委員会については豊頃町や喜茂別町で定期的開催に向け検討すると回答されています。
５．今後の課題について
①　集中改革プランやすでに自治体が策定している「技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針」に基づき現業公企職員の削減や退職不補充、職場の民間委託により、2005年の調査と比較してすでに職員数は半数近くとなっています。各職場において質の高い公共サービスを確立し、これまで培ってきた技術や経験を継承するためには正規職員の人員確保は喫緊の課題となっています。行政責任による公共サービスの質を低下させないために、事前協議制度を最大限に活用し職場・職員の必要性を明らかにしながら、新規職員の採用を勝ち取った単組や、臨時・非常勤職員等を正職員化した単組の取り組みに学び、全体化した取り組みへと広げていく必要があります。

②　現在取り組みを推進している「現業アクションプランの策定」については、評議会だけでなく基本組織への周知も進めながら、現場段階までこれまで以上に浸透させていく必要があります。現場で培ってきた経験と知識を活かし、地域住民に必要とされる自治体職員として機能するために職種・職場、地域が一体となり、現場から行政や地域に向けた政策提言を積極的に行える環境を構築していかなければなりません。

③　頻発する自然災害などに的確に対応するために危機管理体制の確立は急務です。技術や経験を継承し不測の事態にも対応しうる現業公企職員を労働災害やメンタルヘルス問題から守り、災害発生時を想定した人員・資機材の拡充や出動時の労働条件の確保など、より多角的視点で交渉を進めることが求められています。

④　組合員の減少により現業公企の組合員がいない単組や少人数単組では、要求書の提出を含めて取り組みが行われていない単組が徐々に増加しています。道本部、地本、単組が連携を強化しながら、闘争の意義や課題を認識し、全単組での取り組みを追求する必要があります。また、すでに職の確立における活性化運動を実施している単組ではその成果が地域住民に十分に認知されるよう、地域住民との接点の拡大に取り組む必要があります。

⑤　公共サービスの拡充に向けその一端を担っている臨時・非常勤等職員や委託先労働者の賃金労働条件の改善は重要です。そのためにも同じ職場で働く仲間の組織化を現業公企評議会としても地本・単組と連携をはかり強化する必要があります。

⑥　現業公企職場と同様に保育所や特養などの福祉施設、診療所などの医療施設などで民間委託や指定管理者制度が導入・検討されています。安易な委託化を阻止し、より質の高い公共サービスを提供していくためにも、社会福祉評議会や衛生医療評議会など各職種評議会との連携をはかり、共通課題として取り組みを強化していく必要があります。
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